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「防災の日」新聞広告

分任支出負担行為担当官
四国地方整備局　徳島河川国道事務所長
新宅 幸夫
徳島県徳島市上吉野町3-35

令和　２年　７月２１日

一般社団法人徳島新聞社
徳島市中徳島町２－５－２

¥１，１７１，５００－

¥１，１７１，５００－

　本役務は、徳島河川国道事務所が行う防災事業PR及び防災情報の発信を行うため、９月
１日の「防災の日」に併せて新聞広告を行うものである。
　この「防災の日」は、１９２３年９月１日の関東大震災に因んで１９６０年制定された
記念日であり、全国各地で防災訓練などの取り組みが行われている。
　防災官庁である徳島河川国道事務所においても、この「防災の日」に併せ、防災事業の
紹介や防災情報の発信を行い、管内の住民の方々に防災意識を高めてもらう
ことは非常に重要であると考える。
　そこで、「防災の日」に併せた防災意識の啓発を行う方法の一つとして、新聞紙への広
告掲載が上げられる。
　（一社）徳島新聞社発行の「徳島新聞」は、徳島県内で発行されている各新聞社の新聞
紙の県内発行部数と広告料金を比較検討した結果、新聞１部あたりの広告価格が他紙と比
較して著しく有利な価格であり、県内発行部数占有率も高く十分な広報効果が期待できる
ため、本役務の目的を達成するのに最も有利となる。
　よって、会計法第２９条の３第４項及び、予決決算及び会計令第１０２条の４第４号の
ロにより、（一社）徳島新聞社と随意契約を行うものである。


